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Abstract 

The validity of six k-s models was investigated by comparing the 
results of each model for the fully developed turbulent channel flow to the 
results of the direct numerical sim,ulation(DNS) by Kim, Moin and 
Moser(1987). 

Most models show good agreement with DNS for the mean velocity 
profile, while they have disagreements for the profile of the turbulence 
energy k. 

The near-wall behavior of the viscous diffusion term and dissipation 
term in every model except Kasagi's model have a qualitative discrepancy 
from the DNS results. The failure in the prediction of the k profile may 
be due to this fact. 

The pressure-turbulence diffusion terms in k and s equations are 
inconsistent with the near-wall behavior which are derived theoretically. A 
new model is presented which modifies the pressure-turbulence duf fusion 
term and these defects are reduced to more closely satisfy the theoretical 
behavior. These modifications revise the behavior of the viscous diffusion 
term and dissipation term to give better agreement with the DNS results. 
In addition, these modifications effect the heat transfer calculation, 
especially for high Prandtl number flulids. 
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1. はじめに

エネルギーの有効利用に対する要求が、社会の各分

野で高まっているが、舶用機関においても例外ではな

ぃ。実際、エンジンのエネルギー効率の改善を目指し

て、新素材の開発及びその利用等の研究がなされてい

る。同時に、機関内の燃焼及びそれに伴う熱流動現象

に対するより深い理解、あるいは設計段階において必

要とされるこのような現象に関する信頼性の高い実験

データの蓄積等も非常に重要と考えられる。

一般に、機関内の流体運動は乱流であり、機関内に

おける流体と壁面との熱伝達を考察する場合、乱流熱

伝達現象への理解が不可欠である。更に、そのために

は乱流現象そのものへの理解が要求される。特に、壁

面と流体問の輸送現象を理解するためには、壁近くで

の乱流構造を把握する必要がある。

壁近傍領域においては、粘性及び幾何的な影響によ

る乱流の異方性が顕著となり、従来からの一様等方性

乱流の研究に基づく乱流モデル等は再検討が必要であ

る。またこの領域においては、準秩序構造と呼ばれる

大きなスケールの組織的構造が見いだされており、そ

の点でも広く興味の対象となっている。

このような壁近傍乱流の現象を把握するため、従来

は詳細な実験を中心とした研究が行われてきた。しか

し、近年の計算機の能力の向上に伴い、実験を上回る

ほどの詳細な数値実験が行われるようになってきた。

例えば、 2次元チャネル内乱流の直接数値シミュレー

ション (DirectNumerical Simulation) : D NS 1)、
自由剪断乱流のDNS2)等が挙げられる。同様に熱輸

送のDNS3)も行われている。しかしこれらの計算は

非常に単純な流れについて行い得るのみであり、さら

には非常に大きな計算パワーを必要とする。実際の設

計における複雑な流れにはとうてい適用できない。

現在、実用上広く普及している乱流計算の手法は、

流体力学の基礎方程式であるNavier-Stokes(NS) 

方程式に平均操作を行って得られるレイノルズ方程式

を解く方法であり、方程式中の未知項であるレイノル

ズ応力項のモデル化に応じて、 o方程式モデル、 1方

程式モデル、 2方程式モデル、代数応カモデル、レイ

ノルズ応カモデル等がある。特に、最も広く用いられ

ているのは 2方程式モデルである k-eモデルである。

k-eモデルは既に種々のモデルが提案され、各々

適用範囲を限定しながら各種流れの計算に用いられて

いる。これらのうち、高レイノルズ数モデルは壁から

離れた点において壁関数等を用いた境界条件を課すよ

うになっているが、熱伝達の計算、あるいは壁関数の

適用に問題がある複雑乱流の計算等においては壁面で

直接粘着の境界条件を与える必要がある。このため、

壁面で直接粘着条件を課すことが出来る低レイノルズ

数型モデルが多く提案され、それらの有効性について

多くの研究がなされてきた4)5)6)。しかし、その多くは

平均流速等の結果のみからモデルの有効性を検討して

おり、モデルの問題点等を十分に把握するに至ってい

(322) 
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ない。近年、 K-cモデルの 2つのモデル方程式 (k

及び c方程式）の各項の挙動を検討した研究が行われ

ているが7)8)9)10)、検討されたモデルの種類等において、

十分とは言い難い。

本研究では、従来ほとんど検討されることがなかっ

たK-eモデルのモデル方程式の各項の挙動を調べる

ことでモデルの特徴を明らかにし、さらにその問題点

を検討する。そのために、現在の代表的な低レイノル

ズ数型k-eモデル6種類について、そのモデル方程

式の各項の壁近傍での挙動を、 DNSの結果と比較し

考察する。さらに、従来の研究で指摘されていた K-

eモデルの圧力乱流拡散項の問題点11)の改良を試み、

その改良が平均流速等の流れの統計量の分布にどう作

用するかを検討するとともに、圧力乱流拡散項以外の

項に対しどのように影響を及ぼすかを調べる。さらに、

低レイノルズ数型k-eモデルの工学的な応用の代表

例として、壁近くでのモデルの挙動に特に影響を受け

ると予想される熱伝達の予測計算を行い、モデルの改

良の効果を調べる。以上のように、従来行われること

のなかった総合的なK-e乱流モデルの評価・検討を

行う。

2. 各種k-eモデルの比較

本章では、現在広く用いられている K-eモデルの

うち、特に熱・物質輸送の解析に必要な低レイノルズ

数型モデルの代表的なもの 6種 (Jones& Launder12l; 

1973, Launder & Sharma13l; 1974, Lam & Bremhorst 

14l; 1981, Myong（明）lS);1988, 長野・田川・新美16);

1989, 笠木・鹿園・稲垣l7);1989)を選び、壁近傍で

のモデル方程式の各項の挙動について考察する。

2. 1 基礁式

流れ場の基礎式は、運動量保存式のNS方程式に平

均操作を行ったレイノルズ方程式及び質量保存式の平

均流に関する連続の式である。平均操作としてはアン

サンブル平均を考える。なお以下に示すように、速度

uあるいは圧力p等についての平均成分は大文字U、

P等または上付のバーで、またその変動成分はダッシュ

を右肩に付加し表わす。

聾＝ 0 (2) 

aui, a 
.... 一・・

o t'OXj 
+ (UiUi)= 

1 oP. o 
＋ ー がUl

p OXi'o Xj 
(-uふ）＋II~ (3) 

式(2)及び(3)はいずれも三次元直交座標系での表現

である。式(3)において tは時間である。また、各変

数 (x、U等）の添字 (iまたは j: 1~3の値をと

る）は各々の変数が表わすベクトルの i番目の成分を

意味する。たとえば Xiは i番目の座標、 uiは平均

流速の i方向成分、 U'jは変動速度の j方向成分を表

わす。式中の同一項内で重複する添字については、 1

から 3までの和をとる。また式中の pは流体の密度で

あり、ッは動粘性係数である。

非線形性を有するNS方程式に平均操作を行った結

果、式(3)の右辺第2項に見られるような変動速度成

分の相関項（レイノルズ応力項）が未知項として生じ

る。方程式系を解くには、この未知項をなんらかの形

でモデル化する必要がある。

一般には、この未知項を粘性応力からの類推で、乱

流粘性という概念を用いて表現する。即ち、式(4)に

示すように、乱流粘性ッ tという疑似的な粘性を考え、

それに平均流の勾配を掛けた形で記述する。乱流粘性

が得られれば方程式系は閉じた形になる。

—二＝ぃ・（迎＋O-且
OXj'OXi J 3 

k o (4) 

ここで、 oiiはクロネッカーのデルタ記号であり、

Kは乱流エネルギーを表わし、以下のように定義される。

k=ー・・
1'—ァ
2 

Uj Uj (5) 

u=U+u' 

非圧縮流体についての連続の式を式(2)に、

ズ方程式を式(3)に示す。

(1) 

レイノル

なお、式(4)の右辺第 2項の必要性は以下のように理

解される。式(4)の左辺において UiUiを考え、さら

にi= 1~3までの和をとる。これは、式(5)で定義

される乱流エネルギー Kの2倍に等しい。一方、この

とき右辺第 1項は連続の式(2)に等しくなり零となる。

この不整合を避けるために、右辺第2項は付加される。

これはまた、変動速度成分について等方性を仮定して

いることにも対応する。

k-eモデルにおいては、分子粘性が分子の平均自

由行程及び平均速度に比例する形で表わされることか

(323) 
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らのアナロジーで、乱流粘性を、乱流を代表する速度

スケール Uと長さスケー）口の積に比例する形で表わ

す。

）） t ex: u £ (6) 

k-eモデルでは速度スケール U及び長さスケール .e

を乱流エネルギー K及び粘性散逸 eを用いて以下のよ

うに表わす。

u ~ k1/2 (7) 

.e,...__., k 312/e (8) 

従って、乱流粘性は以下のように表わされる。

].)t=Cμf μ 
k2 

c 
(9) 

ここでCμ はモデル定数。 fμは低レイノルズ数型K

- eモデルに現われるモデル関数である。なお、 eは

一様乱流における粘性散逸の表現で以下のように表わ

される。

e =).) （皿．巫
0xj 0xj) (10) 

この段階でK及び eが必要であるが、これらは以下に

示す k及び eに関するモデル方程式(11)、（12)を適当

な境界条件の下で解くことで得られる。

k一方程式：

悲＋此(Uik)＝贔（［虞）＋贔（畳）
戸些＿ （11) 

axj 
s+D 

e一方程式；

靡＋此(Uis)＝心(v闘）＋贔(:競）
aui 

-C叫 t戸―--
C 2 (12) 

J dXj 
Ce2f2 +E 

k 

ここで、 C.I、 (J k、f]等は、経験的あるいは理論

的に定められるモデル定数およびモデル関数であり、

各種モデルにより異なる（表ー 1)。

本研究では、計算対象として図ー 1に示す十分発達

した定常非圧縮2次元チャネル乱流を考える。座標は

流れの主流方向に x軸を、壁から垂直な方向に y軸を、

表ー 1 各k-eモデルにおけるモデル定数及びモデル関数

Model Cμ Ce, c紅 6k CIi fμ fI f2 D E Ev-BC 

-2.5 鳴年）と 叫醤J & L 0.09 1.45 2.0 1.0 1. 3 exp(-]  1.0 1 -0.3改p(-R,2)

゜(1 + R,/50) 

-J.4 
-2リ誓）l. 匹（合｝L & S 0.09 1.44 1.92 1.0 1.3 

exp [ (1 + R,/50)2 ］ 
1.0 1 -0.3改p(-R,2) 

゜
L & B 0.09 l．牡 1.92 LO l.3 [l -exp(-.0165•Ry))2,(l +一20R.t5 ） 1 + (0.05/fr 戸 1 -exp(-R, 2) 

゜ ゜
討k

))—d y ユ

池如o0.09 1. 45 1.9 1. 4 1.3 [1 -exp(--2Y'6）,-］.2-・（._ 1 +一R4t.l/14 ） 1.0 (1 -O.J •exp {ー（一6R.5, ）2--)-］-・[--1• -exp(--y6 • ） ］ 2 

゜ ゜
tk 

y —J てy 

泡ong 0.09 1.4 1.8 1.4 1.3 3.45 ー,y7+0 ） [l+一Rt］・[l-eゅ(- 1 1.0 I I 1119 四 {-(..'!9）’I l•II —叫£5)1' 
゜ ゜

J'k 
））一J一y； 

Kasagi 0.09 1.4 1.8 1.4 1.3 3.45 旦晶30 [l +一］・[1-exp{- - 2} 
R, 200 • 

1.0 [l --29 exP（.ー（.一R6,）2}］・［1-欲p(-―2馬. 7 )］2 

゜ ゜
ぷk

リーJてy 

(324) 
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ここで、式(13),--__,(15)においては式(16)に示す無次

元化を行っている。また、式(14)、（15)に現われる項、

D十及びE+tま式(16)の無次元化がなされたモデル関

数を表わす。

U K 
u+＝-K+＝一 c+= e y 

u* u*2 u*4I I.I yo＝6 (16) 

ここで、 u＊は以下に定義される摩擦速度、 6はチャ

ネル半幅である。

u
 

贔{(1＋門）闘｝＋Re*=0 

-Tw-P 

~
 

＝
 

*
U
 

x
 図ー 1 2次元チャネル流れ場

X • y両座標と垂直な方向、即ちチャネルのスパン方

向に z軸を取る。平均流速は X方向のみの成分をもち

Uで表わす。十分に発達した乱流であることから、平

均圧力を除いた平均諸量（平均速度、レイノルズ応力

等）の X方向の変化はなく、 Xに関する導関数は 0と

おける。また 2次元チャネル流れであることから、 Z

方向の導関数も同様に 0とおける。従ってこの流れ場

に対する基礎方程式は式(13)~（15)のようになる。ま

たK及び eモデル方程式(14)、（15)中の各項は、併記

したような物理的な役割を持っているものと解釈でき

る。

(13) 

上信）＋上巴叫＋-;t（三＿
oy。oy。 0y。(Jk））的o ）） 0y。)e 

+ + D+= 0 

ヽ

viscous pressure- production dissipation 
diffusion(VD) turbulent (P) (D) 

diffusion (PTD) 
（粘性拡散） （圧カ・乱慌拡散） （生産） （散逸）

(14) 

贔（嘉）＋贔（］C予嘉）＋ C.1f! 尺[（贋〗-C.2fぷ＋E+=o

て叶ま壁面での剪断応力を表わす。また、式(13)に現

われるレイノルズ数Re＊及び表ー 1のモデル関数 fμ 

及びf2中のRt、Ry、y十は以下のように定義される。

u* o k2 
Re*=— ,Rt=— 

））））C 
, Ry 

甚y
＝ 

）） 

Re=（：）1/4 9 

(17) 

＊ 

y +-u・y ＝ 
y (18) 

式(3)に現われる主流方向の圧力勾配項は、壁面剪

断応力と釣り合うため、上記の無次元化により、式

(13)の左辺第 2項のように表わされる。なお、式(18)

による定義から明らかなように、 Re＊は粘性長さスケー

ルv/u*により無次元化されたチャネル中心座標 a+
= o u*／ッに等しい。

なお、表ー 1に示すように各々のモデルをこれ以降、

J L ・ (Jones & Launder)、LB (Lam & Bremhorst)、

• LS (Laund.er & Sharma)、Naganoまたは長野（長

野ら）、 Kasagiまたは笠木（笠木ら）、 Myongまたは

明 (Myong) と記す。

2.2 計算方法

本研究ではエネルギーの収支等を考察するため、用

いられる計算プログラムは、数値粘性等の影響の無い

信頼性の高い解を与えるものである必要がある。

2. 2. 1 境界条件

計算領域は壁面からチャネル中心までのチャネル半

幅の領域 (yo=0,,.._,1) とした。この領域において

式(13),,.._,(15)を適当な境界条件の下で解くわけである。

（粘性拡散） （圧カ・乱流拡散） （生産）

'-----v-―ノ チャネル中心 (Yo=1) においては、流れ場が中心

（散逸） 軸について対称であることから、 U、K、 sそれぞれ

(15) について以下のように勾配零の条件を課した。

(325) 
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ay。 ay。 ay。

た計算とほぼ同ーである。

(19) 計算パラメータとしてレイノルズ数Re＊を与えたが、

これは圧力勾配を与えたことと同値である。
また壁面 (Yo=0) においては粘着条件より、 U、

Kについて以下のように零値を与えた。

u+=k+= 0 (20) 

表ー 1の最終欄 (cw―BC欄）に記したように、壁

面での eについてはモデルによって異なった 2種類の

条件を課している。 1つは式(21)に示す、零値を与え

る条件である (JL及びLSモデル）。

e +＝ 0 (21) 

この条件を課すため、 eに修正を加えており eは正確

な散逸を表わしていない。そのためこの境界条件を課

したモデル (JL、LS)においては k方程式に補正

項Dが付加されている。この場合、式(10)で表わされ

るcに対応する正確な散逸 eo は~： o= c -Dで与え

られる。

もう 1つの境界条件は、式(22)に示される k方程式

から得られるエネルギーのバランスを与える条件であ

る。

s+= 
a 2k+ 
aya (22) 

2.2.2 差分化

式(13)-----(15)をPatanker18)によるコントロールヴォ

リューム法を用いて離散化した。使用したスキームは

中心差分である。計算領域は、格子点が壁近傍に集中

するように不等間隔格子を用い分割された。具体的に

は、隣合うコントロールヴォリュームの間隔を等比級

数的に（増加率は 3%）変化させている。

k-eモデルの計算において e方程式の収束が問題

となることが多いが、本計算では離散化された c方程

式中の対角成分を優位にし回避した19)。

なお計算の格子点に対する依存性は小さく、格子点

数80で行った計算結果と140で行った結果の差異は 1
％以下であった。数値粘性等の影響の少ない計算結果

を与えているものと考えられる。実際の計算は格子点

数100でおこなった。このとき、壁面の次の点は粘性

長さスケール））／ u＊により無次元化した座標 y＋で

0.3程度であり、従来の低レイノルズ数モデルを用い

2.3 結果及び考察

各モデルの壁近くでの挙動を調べるため、 DNSに

よる計算結果があるレイノルズ数Re*=180の計算を

行った。壁のごく近くにおける Kあるいは e等の乱れ

の統計量は実験的に得ることはきわめて困難であり、

比較検討の対象として、信頼性が高いとされるDNS
1)9)20)の結果を用いた。

2. 3. 1 平均速度分布

無次元平均速度u＋の分布を図ー 2に示す。 DNS1)
の結果と、 Eckelmann21)のオイルチャネルの実験結果

を併記する。

最も古い JLモデルが他のモデルに比して小さい値

を示している。 LSモデルは最も大きな値を示してお

り、対数領域での勾配も一致がみられない。与えられ

たレイノルズ数より低いレイノルズ数の流れの分布の

傾向を示している。長野及びLBモデルはDNSとほ

ぼ一致する結果を与えている。今回用いたモデル中、

平均速度分布については最も良好な分布を示している。

笠木とMyongのモデルは両者とも JLモデルのすぐ

上に分布しており、 DNSの結果よりわずかに小さな

値を取っている。特に、 y+=10,.....__,30の緩和層内での

差異が大きい。また両者のモデルは、 y+=30,.....__,40以
下の領域でほぼ一致している。これは、笠木のモデル

がMyongのモデルに基づくものであることによると

思われる。

2.3.2 乱流エネルギー分布

無次元乱流エネルギー K十の分布を図ー 3に示す。

LSモデルが最も小さな値を示している。さらにピー

クを与える位置も各モデル中、最も壁面から離れた点

となっている。本計算ではRe*=l80を与えているが、

平均流速Uの計算結果から通常用いられる中心流速に

基づくレイノルズ数Recが得られる（表ー 2)。

LSモデルで得られたRecは、各モデル中最大の値

をとっている。一般にRecの増大とともに Kの分布の

ピーク値が増加し、ピークを与える位置が壁面に近づ

くことが知られているがLSモデルにおいては得られ

たRecは大きいにもかかわらず、小さなK分布を示し、

さらに最も離れたピーク位置を与えている。 LSモデ

ルは K-eモデルの適用が難しいとされる境界層の遷

移計算において良好な結果を示しているが22)、必ずし

(326) 
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図ー 2 乎均速度分布

表ー 2 各モデルによる中心流速とRec

4 

。ハ
D.N.S. : o 

芦 J&L:— 
L & S :------

3 L&B:―― 

2 

1゚ 
10 

y ＋ 

図ー 3 乱流エネルギー分布

Uc+ Rec 

DNS 1 8. 2 3251 

JL 1 7. 2 6 3 1 0 7 

LS 1 9. 5 3 3 5 1 5 

LB 1 7. 8 4 3 2 1 1 

長野 1 8. 4 8 3327 

笠木 1 7. 5 1 3 1 5 1 

明 1 7. 9 2 3225 
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も他のモデルに比して優れたものであるとは言えない

ことがわかる。 JLモデルはLSモデルより大きな値
二

を示しているものの、 DNSと比較するとかなり小さ ＼、

いピーク値を示している。さらに JLモデルは分布形
去

が横に広がっており、壁に近いところではDNSに近

い値をとり、チャネル中心付近ではDNSより大きな

値を示している。これは高レイノルズ数の場合の結果
においても見られる傾向であり 23)、JLモデルの欠陥

を示しているといえる。平均流速についてはDNSと

の非常に良好な一致を示した長野モデルは、 K分布で

はピーク値等についてDNSとの差異がみられる。一

方、 y+＝約30以上の領域においてはDNSとほぼ一

致している。 LBモデルはかなり大きなピーク値を示

している。しかし、長野モデルとは逆に y+=30以上

の領域でDNSより大きな値を与え、 JLモデルと同

様の傾向を示しているといえる。笠木とMyongの各々

のモデルは、平均流速についてはほぼ同様の結果を与

えたが、 K分布においては非常に顕著な差異を示して

いる。笠木のモデルではDNS以上に大きなピーク値

を与える。一方、 Myongのモデルではかなり小さな

ピーク値しか示さない。

2.3.3 乱流粘性分布

30 

図ー 4に乱流粘性 !.i t／ッの分布を示す。 LBモデ

ルを除き特に大きな差異はない。平均速度分布で最も

大きな値をとっていたLSモデルの乱流粘性が、全領

域で他の全てのモデルに比べ小さな値を示している。

このことはLSモデルの平均速度分布が、低レイノル

ズ数の流れにより近いものになっていることと対応し

ている。 LSモデルのこの特徴が、境界層の遷移計算

において他のモデルより良好な結果を与えることになっ

ている可能性がある。

2. 3. 4 k方程式の各項の挙動

図ー 5(a),....__,(g）に k方程式(14)中の各項の分布を

示す。図ー 5(a)はDNSから得られた結果である。

いずれの図においても、生産項 (P)を破線、散逸項

(D) を二点鎖線、粘性拡散項 (VD) を一点鎖線、

圧力乱流拡散項 (PTD)を実線で表わす。なお散逸

項は s (J L及びLSモデルにおいては e-D ：この

Dはモデル関数）の符号を反転させたものに等しい。

DNS及び各モデルとも壁のごく近くにおいて、散

逸と粘性拡散がバランスしていることがわかる。これ

はe方程式の壁面での境界条件、式(22)に対応してい

る。壁から離れた領域 (y+>約30)においては、 D
NS、各k-eモデル双方とも散逸と生産がバランス

J&L : 
L & S :-----・ 
L&B : ----

20卜i腐悶゚：二二 ／／／  

Kasagi:―--•一／
/ - - --

` `  
10 

゜゚
50 100 150 

y+ 
200 

図ー 4 乱流粘性分布

している。速度対数則の前提である局所平衡の条件が

この領域以上において成立していることがわかる。

DNSと比較して、 K-eモデルでは笠木のモデル

を除いて散逸及び粘性拡散の挙動に定性的な差が見ら

れることがわかる。散逸、粘性拡散ともに壁面での勾

配の符号がDNSとは逆になっている。即ち、 DNS
では散逸は壁面から正の勾配で立ち上がり粘性拡散は

負の勾配で立ち上がるのに対し、笠木モデルを除いた

k-eモデルでは散逸は負の勾配で、また粘性拡散は

正の勾配で立ち上がっている。モデル関数にコルモゴ

ロフのマイクロスケールを用いた笠木のモデルは、唯

-DNSと定性的に一致する。しかし、定量的には壁

面での値がDNSと比較して小さい。

笠木モデルも含めて各モデルとも、圧力乱流拡散項

の最大値をとる点はDNSと比較して壁から離れてい

る。特に長野、 LS、LBモデルでその傾向が顕著で

ある。また長野、 Myongモデルでは最大値が、 DN
Sあるいは他のモデルと比較しても、小さくなってい

る。

生産項は、ピークの位置に多少の違いは見られるも

のの、各モデルともDNSのピーク値と同様の値を示

している。ただし壁近くでDNSの生産項が早く立ち

上がるのに対し、長野、 LS及びLBモデルでは立ち

上がりが遅く壁近くでDNSより小さな値をとってい

る。これは、壁からより離れた領域まで散逸項と粘性

拡散項がバランスしていることを示している。この傾

向は、圧力乱流拡散項のピークの位置が壁から離れて

いるモデルでより特徴的である。すなわち、壁から離

(328) 
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図ー 5(e) k方程式各項の分布（長野）
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図ー 5(g) k方程式各項の分布（笠木）

れた領域まで圧力乱流拡散項の値が小さいモデルほど、

散逸と粘性拡散がバランスしている領域が広い。従っ

て、圧力乱流拡散は、値自体は小さいものの、散逸と

粘性拡散とのバランスをくずし、生産項の壁近傍の挙

動を左右する効果があることを示唆している。

個々のモデルでみると、 K分布の最も小さかったL

Sモデルは、壁面での散逸項及び粘性拡散項の値が各

モデル中最小である。さらに両項の壁面での勾配も他

のモデルと比較して急である。 JLモデルでも両項の

勾配は非常に急である。 JL、LS両モデルとも、散

逸 eの壁面での境界条件を他のモデルと異なったかた

ちで与えており、これがこのような類似した傾向を示

している一因である可能性がある。

2. 3. 5 e方程式の各項の挙動について

図ー 6(a)~（g）に e方程式中の各項の分布を示すc

図ー 6(a)はDNSから得られた結果である。

k方程式の場合と同様、 DNS及び各モデルとも壁

のごく近くにおいて散逸と粘性拡散がバランスしてい

ることがわかる。また、壁から離れた領域 (y+>

約30)においては、 DNS、各k-eモデル双方とも

散逸と生産がバランスしている。

k方程式の分布で見られた、散逸及び粘性拡散の挙

動における定性的な差は e方程式でも同様にみられる。

笠木のモデルは、唯一DNSと定性的に一致する。

笠木モデルの前身であるMyongモデルでは粘性散逸

項の挙動が定性的に一致している。これは生産項の勾

配にバランスする形をとっているものと考えられる。

しかし、他の k-eモデルと同様、笠木モデルにおい

ても散逸及び粘性拡散の壁面での値が小さく、定量的

(330) 

にはDNSの結果と一致しない。

各モデルとも圧力乱流拡散項の最大値をとる点はD
NSと比較して壁から離れている。特に長野、笠木、

LS、LBモデルでその傾向が顕著である。また長野、

笠木、 Myong、LBモデルでは最大値が、 DNSと

比較して小さくなっている。

生産項については、 k方程式の場合と異なり、各モ

デルごとにかなりの差異を示している。 k方程式と異

なり、 e方程式がモデル関数を多く含んでいるためと

考えられる。特に、 LBモデルにおける生産項は、非

常に大きなピーク値を示している。これは、当モデル

のみが生産項にモデル関数を用いていることによると

考えられる。生産項に関数を用いず定数のみを用いた

他のモデルの傾向がDNSにより近いことから考える

と、 LBモデルのように生産項に関数を用いるアプロー

チに、利点は認め難い。笠木モデルでは、ピーク位置

は異なるものの、ピーク値は最もDNSに近い。これ

は以下のように説明される。

e方程式の生産項は、どのモデルにおいても乱流粘

性係数にさらに e/kをかけた形で与えられている。

ところで、図ー 4に示したように、乱流粘性の分布自

体は y+<30の領域でモデルによる大きな違いは見ら

れない。また平均流速の分布も図ー 2に示したように

大きな差異は見られない。このことから、 K及び eの

分布自体が生産項の大きさに直接的な貢献をなしてい

るものと考えられる。従って、 K及び e分布がDNS
に最も近い笠木モデルの生産項の値がDNSに最も近

い値をとっているものと考えられる。
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個々のモデルでみると、 LBモデルは、他のモデル

とまったく異なった挙動を示しており特に粘性拡散項

において著しい。粘性拡散項自体は特にモデル化がな

されておらず、この項の挙動の問題は、他の散逸及び

生産項のモデル化の問題に還元される。

2.4 結論

本章で行った各種モデルの比較から、以下のような

結論を得た。

1) 得られた平均速度分布が類似したものであっても、

Kの分布等に差異が見られる。同様に、 K及び e方

程式の各項の分布が大きく異なっている場合がある。

2) LSモデルのような、境界層の乱流遷移といった

特殊な流れ場の計算を満足するモデルが、単純な流

れ場を良好に再現するとは言えない。

3) モデル関数にコルモゴロフスケールを用いている

笠木モデルを除き、いずれのモデルもDNSで得ら

れた K及び e方程式の散逸及び粘性拡散項の定性的

な挙動を満足していない。

4) 笠木モデルは、他のモデルでは再現されなかった

Kのピーク値について、 DNSに近い値を示している。

5) k方程式の圧力乱流拡散項は、壁近くで散逸と粘

性拡散との間のバランスを崩し、生産項の壁のごく

近くでの挙動に影響を与える。

6) LBに見られる e方程式の生産項のモデル関数は

各項の分布を大きく変化させ、 DNS及び他のモデ

ルと大きな差異をもたらす。従って、この生産項に

おけるモデル関数は用いるべきではないと考えられるc

3. 圧力乱流拡散項の変更

3. 1 k -sモデルの壁面近傍での挙動

k-eモデルにおける各項の壁近くでの挙動は、変

動速度成分を壁面を中心としてテイラー展開すること

で理論的に考察することが出来る。変動速度の 3成分

u'（主流方向： x方向）、 v'（壁面に垂直方向： y方

向）、 W'（スパン方向： z畠方向）は壁に垂直方向の座

標yに関して以下のように展開できる。

u'= a 1 y + a 2 y 2 + a a y 3 + ・ ・ ・ ・ ・ ・ (23) 

， 
V =. b2y2+b3y3+ ・・・・・・ (24) 

W'= C 1 Y + V 2 Y 2 + C a Y 3 + ・ ・'・ ・ ・ (25) 

(332) 

係数は y以外の座標 (x、z)及び時間tの関数であ

る。各速度成分が yの0次の項から始まらないのは、

壁面での滑り無しの条件を満足するためである。また

壁面に垂直方向の成分v'のみが 2次の項から始まっ

ているが、これは以下に示す変動速度成分についての

連続の式を満足させるためである。

虹こ＋虹’虹＇+ ＝0 ax I dy I dz (26) 

式(23)、（24)を用いると 2次元チャネルに関する運

動量の式(3)に現われるレイノルズ応力は、以下のよ

うに表わされる。

u'v'=a1 b2炉十(a1bs +a2 b2)Y4 + ・ ・ ・ ・ (27) 

上式のようにレイノルズ応力は yの3次の項から始ま

る。この条件を満足するには、式(4)の乱流粘性は同

じく 3次の項から始まる必要がある（平均速度をテイ

ラー展開した場合の第 1項は 1次であり、その微分は

0次、すなわち定数であるから）。さらに、 Kはyの

2次の項から、 eは0次から始まることから、乱流粘

性の k-e表現である式(9)中の fμは、 yの一 1乗
から始まる必要がある。実際のモデルがこれらの条件

を満足しているかを確認するため、乱流粘性の分布を

図ー 7に両対数でプロットする。長野、 Myong、L
Bのモデルを代表的なものとして選択した。計算条件

等は第2章と同様である。なお、図中の右側の三角形
はyの4乗に対応する勾配、左側が 3乗に対応する勾

配を示している。 LBモデルは壁のごく近くでほぼy

の4乗に比例し、上記の条件を満足していないことが
わかる。一方、長野及びMyongモデルは 3乗に比例

し、満足している。

3.2 圧力乱流拡散項の壁面近傍での挙動

低レイノルズ数型k-eモデルの各項を yについて

壁面を中心としてテイラー展開した場合の第 1項の y

の次数は、前節で行ったような理論的な考察にほとん

どの項において一致する。しかし、圧力乱流拡散項を

テイラー展開した場合の第 1項の yの次数は、理論的

に導出されるものとは異なっている。

壁面においても圧力変動が存在することから、圧力

変動p'は以下のように展開される。

p'=d。十d1y+d2y2+ (28) 
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図ー 7 乱流粘性分布

k方程式中の圧力乱流拡散項は、本来乱流拡散と圧力

拡散の 2項を併せてモデル化したものである。このう

ち、圧力拡散項は、式(24)と(28)から以下のように表

わされる。

a―---
ay (v'p')=2b2d。y+3(b2出＋bad。)y2+・ ・ (29) 

同様に、 e方程式中の圧力拡散項は以下のように表わ

される。

i) f i)p'iJv' - （--） ＝ 2品。十．．．．（30)
iJy'iJxi iJxi 

乱流拡散項は、 k方程式においては以下のように yに

ついて展開される。

13 

一方、 K-eモデルにおけるモデル化された圧力乱流

拡散項は、 k方程式においては、式(14)の第2項によっ

て表わされ、以下のように展開される。

轟（芸闘）＝a出＋鱈＋・

轟（〗髯）＝馴＋馴＋ ・・・・

(33) 

e方程式においては、式(15)の第 2項で表わされ、こ

れを yに関して展開した形で書くと以下のようになる。

(34) 

k方程式に関しては、式(33)がyの3乗から始まっ

ているのに対し、本来の圧力拡散項は式(29)に示した

ように yの1乗から始まっており、不整合が生じてい

る匹一方、式（31)の乱流拡散項については、同じ次

数 (3次）から始まっており問題はない。

また e方程式については、式(34)がyの2乗から始

まっているのに対し、本来の圧力拡散項は式(30)に示

したように yの0乗から始まっており、 k方程式の場

合と同様な不整合が生じている。さらに、 k方程式の

場合と異なり、式(32)の乱流拡散項は 1次の項から始

まっており、圧力拡散項と同様の不整合を生じている。

この圧力拡散項に関する不整合を避け、本来のべき

を満足させるために、圧力乱流拡散項中の乱流粘性に

以下のような変更を加える。なお、 DNSの結果9)20)

に示されているように、 e方程式については圧力拡散

項自体の値が非常に小さいため、乱流拡散項の不整合

の調整がより重要であると考えられる。

f (y) = 1+△汗当 (35) 
y y 

l) t k = f k (y) :V tヽ vt. = f. (y) v t (36) 

。--
i)y 

(u; u; v)=4 (aib2+db2)炉＋ ・・・・ (31) 

e方程式については、以下のように展開される。

〇,ou'iou'i - -而 (v'~ 百:)＝ 2(a枷＋cfb砂 y + (32) 

Aは定数であり、得られる圧力乱流拡散項の分布が

JDNSの分布に定性的に近づくようにトライ・アンド・

エラーによって求められた。またその値は k方程式に

適用する場合； fkと、 e方程式に用いる場合； f，と

で異なる。

上記の変更はべきを合わせるという目的のみを満た

すように行われ、特に物理的な背景があるわけではな

いことに注意されたい。笠木ら17)、あるいは河村ら10)

も同様の変更を加えているが特に物理的な意味を持た

せたものとはいえない。

この変更がどの様にモデル全体の挙動に影響し、ま

(333) 
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たそれが平均流等の結果にどう影響するかを考察する。

モデルは、乱流粘性の挙動も整合性があり、圧力乱流

拡散項以外の項については漸近挙動を満足している長

野のものを用いる。なお、変更を k方程式のみ（長野

-K) に加えた場合、 e方程式のみ（長野一 e) に加

えた場合、 K及び e方程式の双方（長野一 k-e)に

加えた場合の 3ケースを比較検討する。

3.3 結果及び考察

第2章の図ー 5(e)及び図ー 6(e)からわかるように、

長野モデルでは、 K、eいずれの方程式についても、

散逸（D)及び粘性拡散 (VD)の挙動に、 DNSと

定性的にも大きな差異が存在する。変更が必要な圧力

乱流拡散項 (PTD)にも当然差異がみられる。壁面

での勾配の違いの他に k方程式の圧力乱流拡散項の極

値の位置が、図ー 5(a)のDNSの結果と比較し、壁

からより離れたところにあるのが分かる。

3. 3. 1 k方程式の各項の挙動

図ー 8(a）に、 k方程式のみの圧力乱流拡散項に変

更を加えた場合の、 k方程式の各項の挙動を示す。変

更を加えていない本来の分布、図ー 5(e)と比較して、

粘性拡散項及び散逸項が定性的に改良されているよう

に見える。ただし、粘性拡散項の改善に比べ、散逸項

の改善の程度は小さい。さらに、定量的には両項とも

壁面でDNSに比し小さな値を示している。変更を加

えた圧力乱流拡散項は、極値の位置が改善され、壁面

に近づいている。更にその値も大きくなっているが、

DNSに比べ過大な値を示している。生産項に関して、

従来のモデル（長野モデルのみならずJLモデル等に

おいても）では壁近傍でDNSより急な勾配で立ち上

0.3 

0.2 

0~1 

゜-0.1 

-0.2 

-0.3。

p 
＿ r-一一--/ ｀̀ ..... 

Nagano k: k 

／ 

一
/―――  PTD 

.........._ __-----
D 

10 20 30y+ 

図ー 8(a) k方程式各項の分布（ Kに修正）
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40 

がっていたが、変更を加えることによってDNS以上

に緩やかな勾配となっている。 2.3節において k方程

式中の圧力乱流拡散項が粘性拡散項と散逸項のバラン

スを崩す働きを持っているとの結論を得たが、それを

示唆する結果と考えられる。

図ー 8(b）に、 c方程式のみの圧力乱流拡散項に変

更を加えた場合の、 k方程式の各項の挙動を示す。 K

方程式のみに変更を加えた場合と同様、粘性拡散項が

定性的に改良されているように見える。 k方程式のみ

の場合では改善の程度が少なかった散逸項についても、

一層の改善が見られる。定量的にも改善されている。

ただし、定量的な改善の程度は今回の変更モデルに含

まれる定数を変化させることである程度調整が可能で

あり、本質的な問題ではないと思われる。 k方程式の

圧力乱流拡散項は、変更を加えなかったにもかかわら

ずその極値の値が大きくなっている。生産項は、圧力

乱流拡散項の極値位置に大きな変化がなかったため、

k方程式に変更を加えた場合に見られたような緩やか

な立ち上がりは見られない。 e方程式のみに変更を加

えたにもかかわらず、 k方程式の各項の挙動に変化が

みられるのは、 k方程式自体に eが含まれていること

によると考えられる。

図ー 8(c)に、 K及び e方程式双方の圧力乱流拡散

項に変更を加えた場合の、 k方程式の各項の挙動を示

す。 k方程式のみに変更を加えた場合と同様の傾向を

示している。

3. 3. 2 e方程式の各項の挙動

図ー 9(a）に、 k方程式のみの圧力乱流拡散項に変

更を加えた場合の、 e方程式の各項の挙動を示す。変

更を加えない本来の分布、図ー 6(e)と比較して生産

0.3 
. k 

0.1 

゜-0.1 -

-0.2 

-0.3 

゜
10 20 30 ＋ 40 

y 

図ー 8(b) k方程式各項の分布（ eに修正）



及び散逸項が大きな極値を示している。図ー 8(b)の

e方程式のみに変更を加えた場合の k方程式の分布で

は、粘性拡散及び散逸項の挙動に定性的な改善がみら

れた。しかし、 k方程式のみに変更を加えたこの場合、

e方程式の散逸・粘性拡散への影響は、 e方程式に変

更を加えた場合の k方程式の各項の挙動への影響より

小さいと見なせる。 e方程式がK-eモデル全体の性

能に関し、より支配的であると考えられる。

図ー 9(b）に、 e方程式のみの圧力乱流拡散項に変

更を加えた場合の、 e方程式の各項の挙動を示す。 K

方程式のみに変更を加えた場合と異なり、粘性拡散項

及び散逸項の壁での勾配が改善されている。また、生

産項及び散逸項の極値は、 k方程式のみに変更を加え

た場合と異なり小さな値を示している。散逸項につい

てはより小さな値となっている。変更を加えた圧力乱

0.3 
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流拡散項は壁に近い方の極値が明確に現れ、さらにそ

の位置が壁面に近づき改善された様子がわかるが、同

時に極値の値は過大である。また、負側の極値がDN

Sに比して過大であり、これが散逸項が小さな値をと

る原因と考えられる。 DNSにおいては、生産項が極

値を示す位置で散逸項も極値を示し、両項がほぼバラ

ンスしている。一方、この図においては散逸項の極値

がy+=5の付近にわずかに見られるのに対し、生産

項の極値位置は y+=8の付近に存在し両者に一致は

みられない。さらにその大きさもバランスしない。そ

れ故、生産項の極値位置においては、同項は散逸及び

圧力乱流拡散の 2項とバランスしている。

図ー 9(c)に、 K及び e方程式の圧力乱流拡散項に

変更を加えた場合の、 e方程式の各項の挙動を示す。

e方程式のみに変更を加えた場合と同様、生産項の

0.03 
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極値位置で散逸、圧力乱流拡散の 2項とバランスして

いる。同時に、 k方程式のみに変更を加えた場合と同

様、生産項の極値の値が大きくなっている。

3.3.3 平均速度分布

k方程式のみ、 e方程式のみ、 K及び e方程式の圧

力乱流拡散項に変更を加えた場合の平均速度分布を図

-10に示す。長野一 K、長野一 e、長野一 k-eいず

れもDNSとの一致はみられない。これは本来の長野

モデルが既にDNSとほぼ一致する程度にまで最適化

がなされているためであると考えられる。モデルの変

更に際してモデル全体を再び最適化する必要があるこ

とが分かる。

長野一 Kの場合、 DNS及び長野モデルより上側に

分布し、図ー 2のLSモデルに定性的には類似した分

布を示している。

一方、長野一 eの分布はDNS、長野モデルの下側

に分布している。この分布は図ー 2に示した笠木モデ

ルの結果と定性的に類似している。

長野一 k-eでは、長野一 Kの場合と同様、対数則

より上側に分布し、また同時にその勾配は長野一 eに

近いものとなっている。即ち、長野一 k及び長野一 e

両モデルの特徴を複合した分布を示していると見なせ

る。

ち
20 

ー゚

10 

c方程式のみに変更を加えた場合、 K及び e方程式

の各項の分布に定性的な改善が見られたが、平均速度

分布の変化はk方程式のみ、あるいは K-e両方程式

に変更を加えた場合より小さい。このことは、 K-c 

モデルが e方程式の圧力乱流拡散項の変更よりも、 K

方程式の変更に対しより敏感であることを示唆してい

ると考えられる。従って、 k方程式の圧力乱流拡散項

が重要な役割を果たすような流れ場では、従来の漸近

挙動を満足しないモデルでは現象を正確に捉えられな

い可能性が高いと考えられる。

3.3.4 乱流エネルギー分布

圧力乱流拡散項に変更を加えた場合の乱流エネルギー

分布を図ー11に示す。

長野一 Kでは極値の大きさは長野モデルに比し更に

小さくなり図ー 3に示したLSモデルによる分布に近

いものとなっている。さらにチャネル中心部でかなり

大きな値を示しDNSとの差異が全領域で大きい。

長野一 eは壁近傍で極値をとる位置、その値ともに

DNSとよい一致を示している。ただしチャネル中心

においてはDNSより小さな値を＇示している。チャネ

ル中心付近でのDNSとの大小関係の違いを除き、笠

木モデルに近い傾向を示しているといえる。従来、 K

- eモデルの欠点の一つとして、乱流エネルギー Kの

,' 
ヽ~ヽ
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図ー10 平均速度分布（修正）
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図ー11 乱流エネルギー分布（修正）

極大値が実験結果と比較して小さな値をとることが言

われてきた。しかし、笠木モデル及び長野一 eにおい

てはその点に関して改良されている。長野一 eモデル

はK及び c方程式各項の分布についても笠木モデルに

定性的に近い分布を示し、さらに平均速度分布につい

ても笠木モデルに類似している。 c方程式のみに変更

を加えた長野一 eモデルがk-eモデルの欠点の一つ

を改善すること、さらに長野一 eモデルの挙動が e方

程式に従来と異なる変更を行った笠木モデルの挙動に

近い点を併せて考えると、 e方程式の挙動を正しく捉

えることがモデル化において最も重要であると考えら

れる。

長野一 k-eでは、 k方程式の変更の効果と e方程

式の変更の効果を複合し、両者の中間の分布を示して

いる。ただし、平均流速分布の場合と同様、 k方程式

のみの変更により得られた結果に近い分布である。

3.4 結論

k及び e方程式の圧力乱流拡散項に対する修正を行っ

た結果から、本章では以下の結論を得た。

1) k及び e方程式中の圧力乱流拡散項の修正によっ

て壁近傍の分子粘性に係る粘性拡散、散逸項の挙動

を定性的に改善することが可能である。河村らも同

様の結果を示している10）。しかし、その際に必要

となる修正は、過剰である可能性がある。笠木らが

示したように17)、モデル関数で用いられるスケー

ルの変更及び関数形の変更も、同様に定性的な修正

をもたらしている。 DNSと従来モデルとの差異が

最も際だっている項、すなわち k及び eの散逸及び

粘性拡散項の中で、直接モデル化が可能なのは e方

17 

程式中の散逸項のみである。以上より、圧力乱流拡

散項の修正以上に e方程式の散逸項のモデル化を正

しく行うことが、モデルの改良に最も大きく寄与す

るものと考えられる。

2) e方程式の圧力乱流拡散項の変更にともない、乱

流エネルギー Kの分布に改良が見られる。これは、

従来モデルとDNSとの差異が最も際だっている各

項 (K-e方程式中の粘性拡散及び散逸）の挙動が、

e方程式の修正によって一層正しくとらえられるよ

うになったためと考えられる。これは、笠木モデル

が他のモデルより良好なKの分布を得ていることに

対応する。 ・

3) K、eいずれの方程式に変更を加えても他方に影

響が出る。このため、モデルに変更を加える場合に

は、全体の見直しをする必要がある。

4) k方程式の圧力乱流拡散項への修正は、生産項の

壁近傍での分布に影響を与える。また e方程式の生

産及び散逸項の大きさに影響を及ぼす。

5) k方程式の圧力乱流拡散項に対する修正は、得ら

れる乎均流速の分布等に大きな影響を及ぼす。従っ

て、この項が重要な役割を果たすような流れ場にお

いては、モデルの修正が不可欠であると考えられる。

4. 温度場の計算

前章で行ったモデルの変更が熱輸送等の計算にどの

様な効果を及ぼすかを、簡単な温度境界層の計算を数

種類のプラントル数Prについて行うことで考察する。

4. 1 基礎式

計算対象を図ー12に示す簡単な温度境界層とする。

流れ場は、十分発達した 2次元チャネル内乱流とし、

平均速度及び乱流粘性係数は2章及び3章で得られた

ものを用いる。流体は x=Oの点を加熱開始点として、

y 

TwCX) 

図ー12 温度境界層

x
 

(337) 
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チャネルの片面から加熱されるとする。平均温度場に

ついての温度輸送方程式を以下に示す。

u iJT ＝一 a 
d X 

(v'T')+ JC がT
d y ay2 

(37) 

ここで、 Tは平均温度、 Kは温度伝導率、 Uは平均流

速、 v'はy方向の変動速度成分である。流れ方向へ

の温度拡散は対流による輸送より小さいものと考えら

れるので、境界層近似を行っている。上式中に現われ

る温度変動と速度変動の相関項はレイノルズ方程式(3)

中のレイノルズ応力に対応した項で、乱流による拡散

の効果を表わし、乱流熱流束と呼ばれる。この項もモ

デル化の必要があるが、レイノルズ応力同様、以下の

ような勾配拡散型の表現を導入する。

万＝ーにt虹
i:Jy (38) 

ここで現われた係数 Ktは乱流湿度伝導率と呼ばれ、

乱流粘性係数ツ tに対応する。この係数のモデル化を

行う代わりに、プラントル数に対応するものとして、

以下のような係数を導入する。

Prt=ユ
Jr: t 

(39) 

この係数は乱流プラントル数と呼ばれ、温度境界層の

計算においては、一般に0.9程度の定数として与えら

れる。乱流プラントル数は、温度境界条件の相違（等

温壁、等熱流束壁）、あるいはプラントル数、壁から

の距離等によって変化する関数である。しかし、ほと

んどの場合、定数として与えることは十分な近似となっ

ている。乱流プラントル数の導入によって、乱流粘性

と平均速度場を与えれば、温度輸送方程式は解くこと

が可能となる。

以上のようなモデル化を行った結果、式(37)は以下

のように表わされる。

u＋闘＝心｛（此＋点亨t)信｝ （40) 

ここで、以下の無次元化を行っている。

T+= (T-Too) p Cp u * /qw 

u+=U/u* 

(338) 

y+=yu*／ッ

x+=xu*／ッ

(41) 

qwは壁面での熱流束、 Tooは加熱開始点温度、 Cp

は等圧比熱、 u＊は摩擦速度、ッは動粘性係数、 pは

密度である。

4.2 計算方法

4.2. 1 境界条件

計算領域は流れ場の場合と同様、壁面からチャネル

中心までのチャネル半幅の範囲である。加熱開始点

(x = 0)では、一様温度Tooを与えた。加熱面 (y

=0)の境界条件は等熱流束壁とする。またチャネル

中心 (y= 0)では、湿度境界層外縁から十分離れて

いると仮定し一定温度（流入温度Too)を与えた。

4.2.2 差分化

式(40)をPatankerによるコントロールヴォリュー

ム法を用いて離散化した。使用したスキームは中心差

分である。速度場の計算と同じ不等間隔格子を用いた。

計算パラメータとしてプラントル数を与えた。また

既述したように乱流プラントル数は0.9で一定とした。

4.3 結果及び考察

温度場を解析する場合の最も基本的な量として熱伝

達率hがある。熱伝達率は以下のように定義される。

q w = h (T w - T m) (42) 

ここで、 Twは壁面温度で加熱開始点からの距離の関

数である。また、 Tmは断面での平均温度で、以下の

ように定義される。

『。~ T (x,y) U (y)dy 
Tm(X) = 

『。~ U (y)dy 

一般に、この熱伝達率hはヌッセルト数 (Nu)

ばれる無次元数で評価される場合が多い。

Nu= 
hD 
ぇ

(43) 

と呼

(44) 

ここで、 Dは代表長さで、円管内の熱伝達の場合直径

である。本研究のチャネル片側加熱の場合、チャネル

幅の 4倍が相当直径とされる。ぇは熱伝導率である。

熱伝達率は、加熱開始点からの距離の関数でもある

が、温度境界層が発達するに従ってある一定値に漸近

する。本計算では十分下流の計算結果を用いて熱伝達

率を評価した。



以下では、長野モデルに対する変更が熱伝達予測に

どのように影響するかを、プラントル数の広い範囲で

良好な結果を示しているMyongモデル、及び半経験

式であるSleicher& Rouse (SR)の式(45)と比較する

ことで検討する。

Nu=5.0+0.015ReaPrb (O.l<Pr<lOり

a =0.88-0.24/(4+ Pr) 

b =1/3+0.5exp(-0.6Pr) (45) 

図ー13(a)にPr=1~1びの範囲のNu分布を示す。

相当直径に基づく Re=24500である。 Pr<lOの範囲で

長野モデルは白丸で示した SR式とほぼ一致する。し

かし、 Prの増大とともに差異が広がっている。 Prが

大きな値をとる場合、温度伝導率 Kが動粘性係数ッに

対して相対的に小さな値をとることを意味する。即ち、

熱伝達において対流による輸送が、熱伝導による輸送

に対し、より支配的であることを示している。乱流に

よる熱伝達を考えた場合、本来熱伝導が支配的な壁近

傍領域においても、変動速度成分による乱流拡散の効

果が増大することを意味する。この場合、壁近傍のモ

デルの相違が熱伝達等の結果に及ぼす影響は、さらに

大きなものになると考えられる。このことが、 Prの

増大とともに長野モデルによる分布と SR式による分

布との差異が顕著になってくる要因と思われる。

Myongモデルと長野一 eモデルは、 Pr=1~1びの全
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領域にわたって SR式とほぼ一致している。特に、

Myongモデルではその勾配がSR式と一致している。

長野一 kモデルでは、その勾配は SR式及びMyong

モデルにほぼ一致するものの、他のモデルに比べ過小

な値を示している。

図ー13(b)にPr=102~1がの範囲のNu分布を示す。

図ー13(a)に示したのと同様、 MyongモデルはPrの全

範囲において SR式と勾配が一致し、またその値も

SR式に近い分布を示している。一方、長野モデルは

図ー13(a)での傾向を保ち、 Prの増大とともにSR式

との差異が大きくなっている。さらに長野一 eモデル

は長野モデル以上にPrの増大に伴う変化が大きい。

長野一 kモデルは勾配に変化は見られず、 SR式及び

Myongモデルとほぼ平行した分布を示している。

4.4 結論

熱伝達計算により得られた熱伝達率分布の結果から、

以下の結論を得た。

1) 壁近傍のモデルの相違によって、熱伝達の予測に

差異がみられることが確認された。

2) 壁近傍のみで効果を持つ項の変更が、熱伝達率に

影響することが確認された。特にモデルの差は、高

Pr流体の熱伝達の予測で顕著にみられる。これは、

高Pr流体の熱伝達において、壁近傍での対流によ

る輸送が低Pr流体の場合以上に支配的であり、同

領域のモデル化が大きく影響するためである。
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5. まとめ

現在最も広く用いられている K-e乱流モデルのう

ち、特に低レイノルズ数型モデルの壁近傍の挙動に着

目して、各種モデルの K及び e方程式の挙動を考察し

た。更に、長野モデルの K及び e方程式の圧力乱流拡

散項に修正を加え、その効果を調べた。また修正が熱

伝達の予測にどう影響するかを調べた。その結果、以

下の結論を得た。

1) K-eモデルの比較計算においては、得られた平

均速度分布が類似したものであっても、 K等の乱流

場を特徴付ける統計量の分布等にモデルごとの差異

が見られる。特に、各モデルの K及び e方程式の各

項の分布は、モデルに応じてそれぞれ異なっている。

さらに、笠木モデルを除いたいずれのモデルもDN
Sで得られた K及び e方程式の散逸及び粘性拡散項

の定性的な挙動を満足していない。

2) k及び e方程式中の圧力乱流拡散項を壁面での漸

近挙動を満足するように修正することで、 DNSと

定性的にも一致しない粘性拡散、散逸項の挙動を定

性的に改善することが可能である。しかしこの修正

でモデルの問題が解消されるわけではなく、モデル

関数で用いられるスケールの変更及び関数形の変更

等の検討が必要である。特に、従来次元解析から導

出されている e方程式中の散逸項のモデル化を再検

討する必要がある。

3) 熱伝達計算により得られた熱伝達率分布の結果か

ら、壁近傍のモデルの相違によって、熱伝達の予測

に差異がみられることが確認された。さらに壁近傍

のみで効果を持つ項の変更が、熱伝達率に影響する

ことが確認された。特にモデルの差は、高Pr流体

の熱伝達の予測で顕著にみられる。

4) 低レイノルズ数型k-eモデルの詳細な性能評価

において、壁近傍での流動現象が支配的な高Pr流
体の熱伝達等の予測計算は、評価の指標を得るのに

適した問題である。モデルの各項の挙動を解析する

ことと併せて、このような問題を解析することが、

流れ場の解析からは得られないモデルの問題点を把

握することに大きく貢献する。
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